
    

    

    

    

    

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年４月 
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 計画の概要 

 計画策定に向けた背景等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 計画策定の趣旨 

障害のある人を取り巻く環境や施策が大きく変化する中、本市におけるこれまでの障害者施策の状況

を踏まえ、障害のある人の実態やニーズに即した施策を総合的かつ計画的に推進していくため、「尼崎市

障害者計画（第３期）」と、「尼崎市障害福祉計画（第４期）」を一体的に策定しました。 

■ 国及び兵庫県の計画 

■ 近年の障害者施策の主な動向 

平成 23 年 「改正障害者基本法」の施行 

平成 24 年 「改正児童福祉法」の施行、「障害者虐待防止法」の施行 

平成 25 年 

「障害者総合支援法」の施行、「障害者雇用促進法」の改正（段階施行） 

「障害者優先調達推進法」の施行、「障害者基本計画（第３次）」の策定 

「障害者差別解消法」の成立（平成 28 年４月施行） 

平成 26 年 「障害者権利条約」を批准、「改正精神保健福祉法」の施行 

 

■ 障害のある人を取り巻く現状 

●身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者は増加傾向にあります。 

（Ｈ21：27,807 人→Ｈ25：30,980 人） 

●難病患者数は増加傾向にあります。（Ｈ21：2,497 人→Ｈ25：3,084 人） 

●障害のある人がよりよく暮らすために、なんでも相談できる窓口や障害に応じた専門相談の

場といった、相談支援体制の充実が求められています。（アンケート調査結果より） 

●18 歳未満では、仕事につくための訓練や働く場をふやすことが求められており、就労の場

の提供も課題となっています。（アンケート調査結果より） 

●現在利用しているサービスは、「ホームヘルプ」や「移動支援」が多くなっています。（アン

ケート調査結果より） 

●災害時には、避難所まで行けない、福祉避難所が利用できるかどうかわからない、避難場所

を知らない、といった不安をあげる人が多く、災害時はもちろん平時からの見守りや包括的

な支援体制が必要です。（アンケート調査結果より） 

≪障害者基本計画（第３次）≫ 

基本理念：国民誰もが相互に尊重し 

支え合う共生社会の実現 

【横断的な視点】 

○障害者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

○当事者本位の総合的な支援 

○障害特性等に配慮した支援 

○アクセシビリティの向上 

○総合的かつ計画的な取組の推進 

≪ひょうご障害者福祉プラン≫ 

2040 年度の未来予想図： 

障害が１つの個性として浸透し、街中などを行

き交う中で、人々がごく自然に接し合う風景 

2020 年度の目標： 

障害のある人もない人も、皆が支え合い、住

みたい地域・場所で、ともに暮らしていける

こと 
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基本理念 

 

重点課題 

基本施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 計画の位置付け 

●障害者基本法第 11 条第 3項に定める 

市町村障害者計画 

●尼崎市総合計画の部門別計画 

 

■ 計画の期間 

●障害者計画は平成 27 年度～ 

平成 32 年度の６年間 

 

１ 必要な支援を受け、身近な地域で暮らすことができる環境づくり 

２ 生きがいを持って自分らしく暮らすことができる環境づくり 

３ 共に支え合い、安心して暮らすことができる環境づくり 

保健・医療 福祉サービス、 

相談支援 

療育・教育 

１１１１    

雇用・就労 

スポーツ・文化、 

社会参加活動 

生活環境、移動・交通 

安全・安心 

情報、 

啓発・差別の解消 

権利擁護、行政サービ

ス等における配慮 

２２２２    
３３３３    

４４４４    ５５５５    ６６６６    

７７７７    ８８８８    ９９９９    

本
市

の
現

状
や

国
、

兵
庫

県
の

動
向

を
踏

ま
え

て
…

 

 

・医療、リハビリテーション 

・精神保健に対する施策 

・難病等に対する施策 

・障害の原因となる疾病の 

予防・支援等 

・障害福祉サービス等 

・相談支援体制 

・療育 

・インクルーシブ教育システム 

構築のための特別支援教育 

・こころの教育・支援 

・雇用機会 

・多様な就労 

・生活環境 

・移動環境 

・スポーツ、文化芸術活動 

・社会参加活動等 

・防災対策 

・防犯対策、消費者保護 

・情報の利用のしやすさ 

・理解・啓発活動及び差別解消 

・権利擁護 

・行政サービス等における配慮 
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施策目標・活動指標一覧 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表的な活動指標

1

難病等に対する施策

障害福祉サービス等

重点課題 基本施策

施策目標

施策の方向性

現状→目標（H32年度)

保健・医療

退院促進・地域移行支援

に関する相談回数

（現状）

— 回

— 人

⇒

⇒

⇒

（目標）

720回

240人

医療、リハビリテーション

障害の原因となる疾病の予防・

支援等

福祉サービス、

相談支援

基幹型の総合相談窓口機能

の設置

（現状）

— か所

⇒

⇒

（目標）

2 か所 相談支援体制

で

き

る

環

境

づ

く

り

身

近

な

地

域

で

暮

ら

す

こ

と

が

必

要

な

支

援

を

受

け

、

精神保健に対する施策

代表的な活動指標

2

こころの教育・支援

雇用機会

多様な就労

生活環境

重点課題 基本施策

施策目標

施策の方向性

現状→目標（H32年度)

療育・教育

「あまっこファイル」

説明会の開催回数

（現状）

— 回

— 人

⇒

⇒

⇒

（目標）

 6回

60人

療育

移動環境

で

き

る

環

境

づ

く

り

自

分

ら

し

く

暮

ら

す

こ

と

が

生

き

が

い

を

持

っ

て

インクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育

雇用・就労

障害者優先調達推進法に

基づく調達件数

（現状）

4件

⇒

⇒

（目標）

12件

生活環境、

移動・交通

市内グループホームの

定員数

（現状）

 261人

⇒

⇒

（目標）

506人

社会参加活動等

スポーツ・文化、

社会参加活動

尼崎市障害者（児）

スポーツ大会の参加者数

（現状）

1,237人

⇒

⇒

（目標）

1,500人

スポーツ、文化芸術活動

代表的な活動指標

3

防犯対策、消費者保護

行政サービス等における配慮

重点課題 基本施策

施策目標

施策の方向性

現状→目標（H32年度)

安全・安心

避難場所を知らない

「障害のある人」の割合

（現状）

31.9％

⇒

⇒

（目標）

16.0％

防災対策

で

き

る

環

境

づ

く

り

安

心

し

て

暮

ら

す

こ

と

が

共

に

支

え

合

い

、

情報、

啓発・差別の解消

障害者差別解消法の

認知度

（現状）

10.3％

⇒

⇒

（目標）

32.3％

情報の利用のしやすさ

理解・啓発活動及び差別解消

権利擁護、

行政サービス等

における配慮

障害者虐待防止法の

認知度

（現状）

16.9％

⇒

⇒

（目標）

45.2％

権利擁護
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自立支援医療（更生医療）費の助成件数 4,725件 →→→→

障害者（児）医療費の助成件数 422,128件 →→→→

身体障害者福祉センターの利用者数 2,558人 ↗↗↗↗

— 回 ↗↗↗↗

— 人 ↗↗↗↗

難病相談会・交流会活動の参加者数 258人 ↗↗↗↗

乳幼児健康診査の受診率 96.7％ ↗↗↗↗

特定健康診査の受診率 37.1％ ↗↗↗↗

特定保健指導の実施率 45.3％ ↗↗↗↗

（第４期尼崎市障害福祉計画において目標値及びサービス等見込量を設定） —　 —

委託相談支援事業所における延べ相談回数 14,302回 ↗↗↗↗

基幹型の総合相談窓口機能の設置 — か所 ↗↗↗↗

退院促進・地域移行支援に関する相談回数

現状

（H25年度）

方向性活動指標

防災マップの作成地域数 25か所 ↗↗↗↗

福祉避難所の指定数 6か所 ↗↗↗↗

避難場所を知らない「障害のある人」の割合 31.9％ ↘↘↘↘

— —　 —

意思疎通支援事業の利用者数 81人 ↗↗↗↗

点字・録音図書の利用者数 6,978人 →→→→

障害をテーマとした啓発事業等の開催回数 4回 ↗↗↗↗

障害者差別解消法の認知度 10.3％ ↗↗↗↗

成年後見制度利用支援事業の利用件数 12件 ↗↗↗↗

成年後見制度の認知度 21.7％ ↗↗↗↗

障害者虐待防止法の認知度 16.9％ ↗↗↗↗

— —　 —

活動指標

現状

（H25年度）

方向性

障害児保育研修の参加者数 169人 ↗↗↗↗

障害児等療育支援事業における相談件数 2,583件 ↗↗↗↗

—回 ↗↗↗↗

—人 ↗↗↗↗

「個別の指導計画」、「個別の教育支援計画」の作成及び活用数 1,018件 ↗↗↗↗

公立幼稚園、小中学校における特別支援学級（教室）の開設数 179教室 ↗↗↗↗

巡回相談の実施件数 93件 ↗↗↗↗

— —　 —

「尼崎市障害者就労・生活支援センターみのり」を通じた就労者数 35人 ↗↗↗↗

障害者優先調達推進法に基づく調達件数 4件 ↗↗↗↗

市内グループホームの定員数 261人 ↗↗↗↗

障害者市バス特別乗車証の交付枚数 13,024枚 →→→→

福祉タクシー利用料の助成件数 78,410件 →→→→

リフト付自動車の派遣件数 8,501件 →→→→

尼崎市障害者（児）スポーツ大会の参加者数 1,237人 ↗↗↗↗

兵庫県障害者のじぎくスポーツ大会の参加者 36人 ↗↗↗↗

身体障害者福祉センターの利用者数 12,183人 ↗↗↗↗

ふれあい学級への参加者数 296人 →→→→

活動指標

現状

（H25年度）

方向性

「あまっこファイル」説明会の開催回数
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１ 計画策定にあたって 
 

●計画策定の趣旨（本編P２） 

本市においては、平成 22 年３月に「尼崎市障害者計画（第２期）」を策定し、「誰もが豊かに、

自立して暮らせる支え合いの共生社会」を基本理念に各種施策を推進してきました。また、平成

18 年度から３年ごとに「尼崎市障害福祉計画」を策定し、障害福祉サービス等の提供体制の整備

に取り組んでいます。 

国においては、平成 23 年８月に障害者計画の根拠法である「障害者基本法」が改正され、障害

のある人の定義に「社会モデル」の視点が盛り込まれたことや差別の禁止（合理的配慮義務）など

が新たに規定されました。その後、平成 24 年 10 月に「障害者虐待防止法」が施行されました。 

平成 25 年４月には、障害者自立支援法に代わり、「障害者総合支援法」が施行され、障害福祉

サービス等の対象となる人の範囲に難病等が加わったほか、新たなサービス体制等について定めら

れました。また、平成 25 年 6 月には、「障害者差別解消法」が成立しており、平成 28 年４月か

ら施行されることとなっています。さらに、平成 25 年９月には、国の「障害者基本計画（第３次）」

が策定されており、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指すための基本

的な方向が示されています。これらの法的な整備等を踏まえ、国は、平成 26 年１月に「障害者の

権利に関する条約」を批准するなど、障害のある人を取り巻く環境や施策は大きく変化しています。 

このような変化に対応するとともに、本市におけるこれまでの障害者施策の状況を踏まえ、障害

のある人の実態やニーズに即した施策を総合的かつ計画的に推進していくため、「尼崎市障害者計

画（第３期）」（平成 27 年度から平成 32 年度まで）と、「尼崎市障害福祉計画（第４期）」（平成

27 年度から 29 年度まで）を一体的に策定するものです。 

 

２ 計画の性格 
 

●計画の位置付け（本編P12） 

本計画は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく市町村障害者計画と、障害者総合支援法第 88

条第１項に基づく市町村障害福祉計画とを一体的に策定したものであり、本市における障害者施策

全般に関する基本的な計画として位置付けられるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

尼崎市障害者計画（第３期）・障害福祉計画（第４期） 

市町村障害者計画市町村障害者計画市町村障害者計画市町村障害者計画    

○障害者基本法第 11 条第３項に基づく 

○市町村における障害者施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため、関係分野に関する

事項を規定 

市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画    

○障害者総合支援法第 88 条第１項に基づく 

○障害福祉サービス、相談支援及び地域生活 

支援事業の提供体制の確保に係る目標や 

見込量等を規定 
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●他計画との関連（本編P12） 

本計画は、尼崎市のまちづくりの方向性を示す「尼崎市総合計画」の部門別計画とし、本計画の

内容は、「あまがさきし地域福祉計画」、「尼崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」、「尼崎

市地域保健医療計画」等の関連する計画と整合性を持ったものとします。 

 

●計画期間（本編P13） 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 32 年度までの６年間とします。ただし、障害者総合支

援法に基づく「尼崎市障害福祉計画」に関する部分については、平成 29 年度末までを第４期の計

画期間とし、計画の目標やそこに至るまでのサービス必要量等を設定します。なお、平成 30 年度

以降は、第 5 期の計画において定めていくこととします。 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

      

 

 

３ 計画の基本的な考え方 
 

●基本理念（本編P51～52） 

 

 

 

 

 

本市では、ノーマライゼーション理念の浸透や障害のある人の自立性を高めるとともに、生活の

安定と在宅・地域生活を支援するサービスの充実などに努めて、生きがいを持って自分らしく過ご

せる地域生活の実現を目指しています。本計画の推進にあたって、目指すべき基本理念を上記のよ

うに設定し、「ノーマライゼーション」と「リハビリテーション」の考え方のもと、障害の有無に

かかわらず、誰もがその人らしくいきいきと地域で生活し、地域との関わりの中で自立して過ごせ

る支え合いのまちづくりを目指します。 

 

尼崎市障害者計画（第３期：平成 27～32 年度） 

尼崎市障害福祉計画 

（第４期：平成 27～29 年） 

尼崎市障害福祉計画 

（第５期：平成 30～32 年） 

３ 
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●本計画における重点課題（本編P55～56） 

１ 必要な支援を受け、身近な地域で暮らすことができる環境づくり 

障害のある人が、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、必

要な支援を受け、身近な地域で暮らすことができる環境づくりが求められています。 

また、保護者の高齢化等による親元からの自立や「親亡き後」を見据えた地域生活への支援

を行っていくため、きめ細やかな支援体制づくりを進めていくことが課題となっています。 

そのため、障害のある人が希望する日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域

において必要な医療サービスや医学的リハビリテーションが受けられる体制を構築していく

とともに、障害の早期発見や早期支援につなげることができるよう、各種健康診査・健康相談

の実施等に取り組むことが必要です。 

さらに、一人ひとりの心身の状況や利用意向などを踏まえた質の高い福祉サービスを提供し

ていくほか、日常の悩みから専門的相談にも対応できる相談支援体制の充実に取り組むことが

必要となっています。 

 

２ 生きがいを持って自分らしく暮らすことができる環境づくり 

障害のある人が、社会を構成する一員として、社会、経済、文化、その他あらゆる分野の活

動について参加する機会が確保され、生きがいを持って暮らすことができる環境づくりが求め

られています。 

また、療育から教育、就労へと、それぞれのライフステージをつなぐ長期的な視点の「途切

れのない支援」を行っていくため、一貫した支援体制づくりを進めていくことが課題となって

います。 

そのため、障害のある人が自らの能力を最大限発揮し、自己実現ができるよう、地域におい

て適切な療育やそれぞれの障害特性を踏まえた十分な教育が受けられる体制を構築していく

とともに、その支援で得た情報等から自立した生活を送ることができるよう就労の場の提供に

取り組むことが必要です。 

さらに、生活・移動環境のバリアフリー化や住宅の確保を進めていくほか、スポーツや交流

活動など気軽に参加できる機会や場の提供に取り組むことが必要となっています。 

 

３ 共に支え合い、安心して暮らすことができる環境づくり 

障害のある人が、基本的人権を享有する個人として、社会や地域において正しい理解や適切

な配慮が確保され、共に支え合い、安心して暮らすことができる環境づくりが求められていま

す。 

また、地域における「顔の見える関係」を意識したネットワークを構築していくため、包括

的な支援体制づくりを進めていくことが課題となっています。 

そのため、障害のある人が孤立して不安に陥ることなく、相互に理解し合える関係が築ける

よう、地域において防災・防犯など災害時だけでなく、平時からの見守りや支援体制を構築し

ていくとともに、情報の利用のしやすさを向上していくため、意思疎通支援や情報提供の充実

に取り組むことが必要です。 

さらに、権利利益を守るための支援を行っていくほか、障害や障害のある人に対する理解の

促進や差別の解消に取り組むことが必要となっています。 



 

⑨ 

 

医療、リハビリテーション医療、リハビリテーション医療、リハビリテーション医療、リハビリテーション    

精神保健に対する施策精神保健に対する施策精神保健に対する施策精神保健に対する施策    

難病等に対する施策難病等に対する施策難病等に対する施策難病等に対する施策    

障害の原因となる疾病の予防・支援等障害の原因となる疾病の予防・支援等障害の原因となる疾病の予防・支援等障害の原因となる疾病の予防・支援等    

 

４ 障害者施策の推進 
 

 

●基本施策１ 保健・医療 

    

    

    

    

    

    

 

 

 

        

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

① 公的医療費助成制度の実施   ③ リハビリテーションの充実 

② 地域の医療体制等の充実 

障害のある人が身近な地域において自分らしく暮らしていくため、必要な保健・医療サービ

スや医学的リハビリテーションなどを、いつでも安心して受けることができるよう、地域にお

ける保健・医療提供体制の充実が求められています。 

障害のある人への医療の提供や支援については、それぞれの特性に応じた適切な対応が重要

です。特に精神疾患や難病をはじめ、症状の変化や進行等により状態が不安定な人については

支援ニーズも様々であるため、きめ細やかな対応が求められています。 

また、各種健康診査や保健指導の実施により、障害の原因となる疾病等の予防や早期発見・

早期支援に取り組むことが重要です。 

① 医療・相談支援の充実   ③ 精神科救急医療への対応 

② 理解・知識の普及等 

① 医療・相談支援等の充実   ② 理解・知識の普及等 

    

① 早期発見・早期支援の推進   ② 健康づくりの推進 

（本編P62） 

（本編P63） 

（本編Ｐ64） 

（本編P65） 



 

⑩ 

 

障害福祉サービス等障害福祉サービス等障害福祉サービス等障害福祉サービス等    

相談支援体制相談支援体制相談支援体制相談支援体制    

療育療育療育療育    

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育    

こころの教育・支援こころの教育・支援こころの教育・支援こころの教育・支援    

 

●基本施策２ 福祉サービス、相談支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

●基本施策３ 療育・教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活または社会

生活を営むことができるよう、支援の充実に取り組むことが重要です。 

そのため、障害のある人の個々の心身の状況、サービス利用の意向、家族の状況等を踏まえ

た障害福祉サービスの提供や、様々な障害種別・特性に対応し、総合的な相談支援を提供する

体制の整備に取り組んでいくことが求められています。 

障害のある子どもの発達を支援する観点から、本人やその家族に対して、乳幼児期から学校

卒業後まで一貫した支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築を図り、療育方法等に関す

る情報提供やカウンセリング等の支援を行うことが求められています。 

また、インクルーシブ教育の理念に基づき、国の動向を踏まえながら、特別支援教育のあり

方について検討していくとともに、ノーマライゼーションの理念に基づく福祉意識を育み、児

童生徒の障害に対する理解促進と教育相談体制の充実に努めることが必要となっています。 

① 訪問系サービスの充実 ④ その他の日常生活を支援する福祉サービスの充実 

② 日中活動系サービスの充実 ⑤ サービスの質の向上等 

③ 福祉用具の利用支援等 

① 地域での相談支援等の充実 ③ ケアマネジメントの提供 

② 専門相談機関との連携 ④ 相談員活動の充実 

 

（本編P69～70） 

① 療育支援の充実   ③ 放課後の支援 

② 保育の充実 

① 一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導の充実 

② 適切な就学指導の推進 

③ 特別支援教育の理解・啓発の推進 

 

① 学校教育の中での福祉教育の推進 ② 教育相談の充実 

④ 教職員の指導力の向上 

⑤ ライフサイクルに応じた支援

体制の構築 

（本編P75～76） 

（本編P77） 

（本編P68～69） 

（本編P73～75） 



 

⑪ 

 

雇用機会雇用機会雇用機会雇用機会    

多様な就労多様な就労多様な就労多様な就労    

生活環境生活環境生活環境生活環境    

移動環境移動環境移動環境移動環境    

 

●基本施策４ 雇用・就労 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

●基本施策５ 生活環境、移動・交通 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

障害のある人が地域で自立して暮らしていくため、就労の場の確保が重要となります。就

労を希望する障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、一

般就労を希望する人にはできる限り一般就労できるように、一般就労が困難である人には福

祉的就労の場において工賃の水準が向上するように、総合的な支援を推進していくことが求

められています。 

障害のある人が日常生活上の相談援助や介護等を受けながら共同生活を行うグループホー

ムの整備を促進するとともに、その利用の促進を図ることが必要です。 

また、障害のある人の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活移動環境の

整備を推進するため、障害のある人が安心して生活できる住宅の確保、建築物、公共交通機関

等のバリアフリー化を推進するとともに、障害のある人に配慮したまちづくりを進めることが

必要です。 

① 就労に関する支援・相談体制等の充実 ② 企業等への支援・理解の促進 

（本編P80～81） 

① 多様な形態での就労支援 ② 販路拡大等への支援 

（本編P81） 

① 住宅の確保等 ③ 公共的施設等のバリアフリー化 

② 住宅のバリアフリー化 

（本編P84） 

① 公共交通機関の整備等 ② 外出等に係る支援 

（本編P85） 



 

⑫ 

 

スポーツ、文化芸術活動スポーツ、文化芸術活動スポーツ、文化芸術活動スポーツ、文化芸術活動    

社会参加活動等社会参加活動等社会参加活動等社会参加活動等    

防災対策防災対策防災対策防災対策    

防犯対策、消費者保護防犯対策、消費者保護防犯対策、消費者保護防犯対策、消費者保護    

●基本施策６ スポーツ・文化、社会参加活動 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

●基本施策７ 安全・安心 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

障害のある人が円滑にスポーツや文化芸術活動、交流活動等を行えるよう、環境を整備して

いくことは、社会参加という視点だけでなく、健康づくりや交流の輪を広げるなど生活を豊か

にする上でも重要です。 

そのため、引き続き、障害のある人がスポーツや文化活動に気軽に参加できる機会や場の充

実を図るとともに、障害のある人の様々な社会参加活動への支援や、その活動を支える担い手

の確保に取り組んでいくことが求められています。 

障害のある人が地域において、安全・安心に暮らすことができるよう、地域の団体、事業者、

行政等との連携の下、防災・防犯対策の推進を図ることが重要です。 

防災対策については、地域における防災行動力の向上と「避難行動要支援者名簿」の作成を

図るとともに、適切な避難支援や情報伝達などの取組を通した支援体制の構築が必要となって

います。防犯対策については、関係機関との連携を強化しながら、防犯対策の支援に努めると

ともに、消費生活等に関する情報発信や意識啓発などを行い、多様化・複雑化する消費者問題

に取り組んでいく必要があります。 

① 施設の整備・改善 ③ 指導者・ボランティアの育成等 

② 活動機会の充実 ④ 活動に関する情報提供の充実 

（本編P87～88） 

① 施設の整備・改善 ④ 学習機会の提供 

② 社会参加、交流活動の推進 ⑤ ボランティア活動の支援 

③ 余暇活動の推進 

（本編P88～89） 

① 防災対策の充実 ④ 関係機関等との連携 

② 避難のための情報伝達 ⑤ 緊急通報等の充実 

③ 避難所の充実 

（本編P92～93） 

① 防犯対策の推進 ② 消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

（本編P94） 



 

⑬ 

 

情報の利用のしやすさ情報の利用のしやすさ情報の利用のしやすさ情報の利用のしやすさ    

理解・啓発活動及び差別解消理解・啓発活動及び差別解消理解・啓発活動及び差別解消理解・啓発活動及び差別解消    

行政サービス等における配慮行政サービス等における配慮行政サービス等における配慮行政サービス等における配慮    

権利擁護権利擁護権利擁護権利擁護    

    

●基本施策８ 情報、啓発・差別の解消 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

●基本施策９ 権利擁護、行政サービス等における配慮 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人が円滑に情報を取得・利用し、意思表示や意思疎通を行うことができるよう、

情報提供や意思疎通支援の充実など情報の利用のしやすさを向上していくことが重要です。 

また、障害のある人が自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性について理解

を深め、誰もが障害のある人等に自然に手助けすることのできる「心のバリアフリー」を推進

することが必要です。 

障害のある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、成年後見制度の利用支援や

障害者虐待防止法の適切な運用など障害のある人の権利擁護のための取組を進めていくこと

が重要です。 

また、障害者差別解消法により、障害のある人から何らかの配慮を求める意思の表明があ

った場合には、負担になり過ぎない範囲において必要な配慮を行うことが求められるため、

本市においても、窓口サービスをはじめとする事務や事業の実施等において、障害のある人

が適切な配慮を受けることができるよう、全庁的に取り組んでいくことが必要です。 

① 情報提供の充実 ③ 講座の開催 

② 意思疎通支援の充実 

（本編P97～98） 

① 理解の促進・啓発 ② 差別解消への取組の充実 

（本編P98～99） 

① 市職員等の理解と配慮 ② 選挙に関する配慮 

（本編P103） 

① 成年後見制度の利用等による権利擁護の推進 ② 障害者虐待防止への取組 

（本編P101～102） 



 

⑭ 

 

 障害福祉計画について 

 
サービス提供における 

基本的な考え方 

 
地域生活及び一般就労への移行等

（国指針による成果目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 計画の概要 

障害者総合支援法に基づく市町村障害福祉計画として、平成 27 年度から平成 29 年度を計画

期間とする「尼崎市障害福祉計画（第４期）」を位置付けます。 

本市における今後の必要な障害福祉サービスや相談支援等を計画的に提供できるよう、平成

26 年度に示された国の基本指針や第 3 期計画における実績等を勘案して、平成 29 年度までの

目標設定や障害福祉サービス等の必要見込量を定めるものです。 

■ 障害福祉サービス等の提供体制の 

確保に関する基本的な考え方 

障害のある人が必要な支援を受けながら地域

生活を継続できるよう努め、地域生活を支え

る基盤の整備について検討していきます。 

 

【目標等の設定において配慮すべき点】 

①希望者への日中活動系サービスの確保 

②グループホーム等の充実による、 

入所施設等から地域生活への移行 

③福祉施設から一般就労への移行 

■ 施設入所者の地域生活への移行 

●平成 29 年度末における施設入所から 

地域生活への移行者数 

［平成 25 年度末から 12％以上移行］ 

●平成 29 年度末における施設入所者の 

削減数  

［平成 25 年度末から 4％以上削減］ 

※なお、第３期障害福祉計画で定めた数値目標が達成されない

と見込まれる場合は、当該未達成分の割合を加えて設定する 

■ 地域生活支援拠点等の整備 

●各市町村または各圏域における地域生活 

支援拠点等の整備数 ［１つ以上］ 

■ 福祉施設から一般就労への移行 

●福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事

業等を通じて、平成 29 年度中に一般就労

に移行する者 

［平成 24 年度の一般就労への移行実績の 

2倍以上］ 

●就労移行支援事業の利用者  

［平成 25 年度末における利用者数の 6割 

以上増加］ 

●就労移行率が 3割以上の 

就労移行支援事業所 ［5割以上］ 

 

■ 相談支援の提供体制の確保に関する

基本的な考え方 

●尼崎市自立支援協議会の運営会議等を 

通じた委託相談支援事業者と関係機関等と

のネットワーク強化 

●指定一般・特定相談支援事業者の確保や 

助言 

●基幹型の総合相談窓口機能の設置に向けた

検討 

 



 

⑮ 

 

 

 
障害福祉サービス等の必要量見込み 

と確保の方策 

 

適切なサービス提供のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 踏まえるべき制度改正 

①障害のある人の範囲の見直し  ④ケアホームのグループホームへの一元化 

②障害支援区分の創設   ⑤地域移行支援の対象拡大 

③重度訪問介護の対象拡大  ⑥地域生活支援事業の追加 

※このほか、障害者総合支援法施行後３年を目途に、常時介護を要する障害のある人等に対する支援、障害のあ

る人等の移動の支援等のサービスのあり方などの項目について検討されることとなっています。 

■ 障害福祉サービス等の必要量見込み

と確保の方策 

●訪問系サービス 

●日中活動系サービス 

●居住系サービス 

●相談支援 

●障害児通所支援等 

■ 地域生活支援事業の必要量見込み

と確保の方策 

●理解促進研修・啓発事業 

●自発的活動支援事業 

●相談支援事業 

●意思疎通支援事業 

●日常生活用具給付等事業 

●移動支援事業 

●地域活動支援センター事業 

●その他の事業 

■ 持続可能な制度構築に向けた考え方 

障害福祉サービス等の現状分析と支給決定

基準（ガイドライン）を基に、給付の適正

化や利用者への適切なサービス提供の確保

等を行い、持続可能な制度構築の実現に向

けて取り組んでいきます。 

 

 

■ 給付の適正化と適切なサービス提供

に向けた取組 

●障害福祉サービス等の給付の適正化 

●地域生活支援事業の給付の適正化 

 



 

⑯ 

 

 

１ 地域生活及び一般就労への移行等（目標） 
 

●施設入所者の地域生活への移行（本編P110） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域生活支援拠点等の整備（本編P111） 

 

 

 

 

 

 

 

●福祉施設から一般就労への移行（本編P111～112） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

平成 29 年度末における 

地域生活移行者数 

 

23 人（5.6％） 

国の指針 

12％以上の地域移行 

を目指す 

平成 29 年度末における 

施設入所者の削減数 

 

18 人（4.4％） 

 

平成 25 年度末時点の 

施設入所者 

411 人 

国の指針 

４％以上の削減 

を目指す 

平成 29 年度末までの 

地域生活支援拠点等の 

整備数 

 

１か所以上 

国の指針 

各市町村または各圏域で 

一つ以上を目指す 

市内における地域生活 

支援拠点等の整備数 

 

０か所 

平成 29 年度中の 

一般就労への移行者数 

 

31 人（3.9 倍） 

 

国の指針 

２倍以上を目指す 

平成 24 年度の 

一般就労への移行者 

８人 

 

平成 29 年度末の就労 

移行支援事業の利用者数 

 

104 人（６割増） 

 

国の指針 

６割以上の増加を目指す 

平成 25 年度末時点の 

就労移行支援事業の 

利用者 

65 人 

 

平成 29 年度末の事業所

のうち就労移行率 3 割以

上の事業所 

国の指針 

５割以上を目指す 

平成 25 年度末時点の 

就労移行率 3 割以上の 

事業所 

６か所中２か所 

（３割以上） 

 

12 か所中６か所 

（５割以上） 

 



 

⑰ 

 

 

１ 障害福祉サービス等の必要量見込み 
 

●障害福祉サービス等の必要量見込み一覧（本編P113～117） 

■訪問系サービス及び短期入所 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

居宅介護、重度訪問介護、 

同行援護、行動援護、 

重度障害者等包括支援 

50,531 時間/月 51,578 時間/月 53,002 時間/月 

1,584 人/月 1,668 人/月 1,757 人/月 

 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

短期入所（福祉型、医療型） 

1,787日/月 1,874日/月 1,965日/月 

332 人/月 354 人/月 378 人/月 

 

■日中活動系サービス 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活介護 

20,419 人日/月 21,433 人日/月 22,497 人日/月 

1,055 人/月 1,102 人/月 1,150 人/月 

自立訓練（機能訓練） 

166 人日/月 174 人日/月 183 人日/月 

23 人/月 26 人/月 29 人/月 

自立訓練（生活訓練） 

617 人日/月 621 人日/月 645 人日/月 

36 人/月 37 人/月 38 人/月 

就労移行支援 

1,460 人日/月 1,624 人日/月 1,787 人日/月 

85 人/月 94 人/月 104 人/月 

就労継続支援（A型） 

2,081 人日/月 2,168 人日/月 2,254 人日/月 

107 人/月 109 人/月 111 人/月 

就労継続支援（B型） 

11,462 人日/月 11,889 人日/月 12,317 人日/月 

678 人/月 704 人/月 731 人/月 

療養介護 98 人/月 105 人/月 113 人/月 

 

■居住系サービス 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

共同生活援助 238 人/月 261 人/月 286 人/月 

施設入所支援 416 人/月 410 人/月 404 人/月 

 

２ 



 

⑱ 

 

■相談支援 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画相談支援（サービス等利

用計画、モニタリング） 

112 人/月 224 人/月 336 人/月 

地域移行支援 ３人/月 ４人/月 ５人/月 

地域定着支援 ５人/月 14 人/月 38 人/月 

 

■障害児通所支援等 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

8,687 人日/月 9,348 人日/月 10,007 人日/月 

879 人/月 958 人/月 1,037 人/月 

医療型児童発達支援 

229 人日/月 247 人日/月 277 人日/月 

27 人/月 28 人/月 31 人/月 

障害児相談支援 

（障害児支援利用計画） 

25 人/月 50 人/月 74 人/月 

 

●地域生活支援事業（主な必須事業）の必要量見込み一覧（本編P118～121） 

■理解促進研修・啓発事業 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

理解促進研修・啓発事業 有 有 有 

■自発的活動支援事業 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

自発的活動支援事業 無 無 有 

■相談支援事業 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

相談支援事業 

（基幹相談支援センター） 

15 か所 10 か所 10 か所 

（無） （有） （有） 

成年後見制度利用支援事業 12 人 14 人 17 人 

■意思疎通支援事業 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

手話通訳者派遣事業 1,049件 1,151件 1,244件 

要約筆記者派遣事業 94件 106件 117件 

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業  12件 18件 24件 

■移動支援事業 

種 類 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

移動支援事業 

388,177 時間/月 395,641 時間/月 403,248 時間/月 

1,513 人/月 1,587 人/月 1,665 人/月 



 

⑲ 

 

介
護

給
付

 

訪問系サービス 

居宅介護 自宅で入浴や排せつ、食事などの介助をします。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者や常に介護が必要な方に、自宅で入浴や排せつ、食事など

の介助や外出時の移動の補助をします。 

同行援護 

視覚障害により移動に困難を有する方に、外出時に同行して移動の補助や必要

な情報の提供を行います。 

行動援護 

知的障害や精神障害により行動が困難で常に介護が必要な方に、行動するとき

必要な介助や外出時の移動の補助などをします。 

重度障害者等包括支援 

常に介護が必要な方のなかでも介護が必要な程度が非常に高いと認められた

方には、居宅介護などの障害福祉サービスを包括的に提供します。 

短期入所 家で介護を行う方が病気などの場合、短期間、施設へ入所できます。 

日中活動系サービス 

生活介護 

常に介護が必要な方に、施設で入浴や排せつ、食事の介護や創作的活動などの

機会を提供します。 

療養介護 

医療の必要な障害のある人で常に介護が必要な方に、医療機関で機能訓練や療

養上の管理、看護、介護や世話をします。 

居住系サービス 

施設入所支援 施設に入所する方に、入浴や排せつ、食事の介護などをします。 

訓
練

等
給

付
 

日中活動系サービス 

自立訓練（機能訓練・

生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定の期間における身体機能や生

活能力向上のために必要な訓練をします。 

就労移行支援 

就労を希望する方に、一定の期間における生産活動やその他の活動の機会の提

供、知識や能力の向上のための訓練をします。 

就労継続支援 

（Ａ型、Ｂ型） 

通常の事業所で働くことが困難な方に、就労の機会の提供や生産活動その他の

活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練をします。 

居住系サービス 

共同生活援助 

（グループホーム） 

地域で共同生活を営む方に、住居において入浴や排せつ、食事の介護や相談や

日常生活上の援助をします。 

相
談

支
援

 

基本相談支援 

地域で生活する障害のある人の福祉に関する各般の問題について、本人やその

介護者等からの相談に応じます。 

地域相談支援 

入所している障害のある人、精神科病院に入院している精神障害のある人、そ

の他の地域生活に移行するために重点的な支援を必要とする方に対し、地域に

おける生活に移行するための支援（地域移行支援）、居宅で単身等で生活する

障害のある人に対し、緊急時の相談等を行う支援（地域定着支援）を行います。 

計画相談支援 

障害のある人の心身の状況等を勘案し、利用するサービスの内容等を定めたサ

ービス等の利用計画の作成を行います。 

障
害

児
通

所
支

援
 

児童発達支援 

未就学の障害のある児童に日常生活における基本的な動作の指導、知識技術の

付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

医療型児童発達支援 上肢、下肢または体幹機能の障害のある児童に支援や治療を行います。 

放課後等デイサービス 

就学している障害のある児童に、放課後や休業日に生活能力の向上のために必

要な訓練等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障害のある児童に対し障害のある児童以外の児童との集団生

活への適応のための専門的な支援を行います。 

地
域

生
活

支
援

事
業

 

理解促進研修・ 

啓発事業 

障害のある人の理解を深めるため、研修・啓発を通じて地域住民への働きかけ

を行います。 

自発的活動支援事業 

障害のある人やその家族、地域住民等が自発的に行う交流会やボランティア等

の活動に対する支援を行います。 

相談支援事業 

障害のある人やその保護者、介護者のさまざまな相談に応じ、必要な情報の提

供や助言を行います。 

意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能等の障害のため、意思の伝達に支援が必要な障害の

ある人等に対して、意思疎通支援者（手話通訳者や要約筆記者など）を養成・

派遣します。 

移動支援事業 

屋外での移動に困難がある方に、外出のための支援を行うことにより、地域で

の自立生活及び社会参加を促します。 

サービス内容の説明 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

⑳ 

 

 

 

計画の推進体制 

財源の確保 

 
計画の評価・検討 

 

 P D 
C A 

②②②②    DoDoDoDo：実行：実行：実行：実行    

計画内容を踏まえて 

実行する 

③③③③    CheckCheckCheckCheck：評価：評価：評価：評価    

計画の進捗を 

評価する     

④④④④    ActActActAct：改善：改善：改善：改善    

評価の結果を 

踏まえて、見直しや 

改善等を行う 

①①①①    PlanPlanPlanPlan：計画：計画：計画：計画    

計画における施策や 

取組とあわせて 

目標や指標を 

設定する 

 
ひと咲き 

まち咲き 

あまがさき 

本市の最上位計画である 

「尼崎市総合計画」の 

キャッチフレーズです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尼崎市障害者計画（第尼崎市障害者計画（第尼崎市障害者計画（第尼崎市障害者計画（第 3333 期）・障害福祉計画（第４期）期）・障害福祉計画（第４期）期）・障害福祉計画（第４期）期）・障害福祉計画（第４期）    

【概要版】【概要版】【概要版】【概要版】    

発行年月：平成 27年４月 

発行：尼崎市 健康福祉局 福祉部 障害福祉課 

〒660-8501 兵庫県尼崎市東七松町1丁目 23番1号 

ＴＥＬ 06-6489-6352  ＦＡＸ 06-6489-6351 

本計画における各種施策の推進にあたっては、庁内関係部局が連携して、障害のある人のニ

ーズに十分応えられるよう協力体制を築いていきます。 

また、専門機関との連携・協力をはじめ、当事者団体や特定非営利活動法人（NPO）、地域

の事業者、ボランティア団体、住民も大切なパートナーとして必要かつ十分な連携を図ります。 

さらに、当事者と行政が手を携えて本計画の推進に取り組んでいきます。 

本市財政が依然として非常に厳しい状況にある中、本市事業の実施や必要な体制整備等につ

いては、その優先度等も踏まえた十分な検討を行っていくことが必要と考えます。 

また、福祉サービス等の提供に要する財源については、自治体負担が増加する部分に対して

は確実な財源措置が行われるよう、引き続き、国に対して必要な要望を行うとともに、県に対

しても補助制度等の継続的な支援を求めていきます。 

本計画に位置付けた施策の進捗状況については、「ＰＤＣＡサイクル」を導入して、毎年度の

評価等を行い、その結果を公表していきます。また、その評価等を行う際には、本計画の策定

にあたり答申をいただいた「社会保障審議会障害者福祉等専門分科会」をはじめとした各会議

体に報告して、評価等の妥当性の検証や必要な改善等についての検討を行います。 

 なお、評価等によって改善等が必要となる場合は、施策の取組の方向や設定した活動指標等

を見直すなどし、本計画を着実に進めていくこととします。 

（本編P126～129） 


